
新潟市まちなか再生建築物等整備事業補助金交付要綱 

最終改正 令和６年３月３１日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市街地の環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等を促進するため、ま

ちなか再生建築物等整備事業を施行する者（以下「施行者」という。）に対し、市がこれに要す

る費用の一部を予算の範囲内において補助することについて、新潟市補助金交付規則（平成１

６年新潟市規則第１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（補助対象） 

第２条 補助の対象となるまちなか再生建築物等整備事業は、優良建築物等整備事業制度要綱（平

成６年６月２３日付建設省住街発第６３号。以下「国要綱」という。）第２、三に掲げる事業と

する。 

２ 国要綱第２、三に掲げる事業における補助対象となる事業費は、市街地再開発事業等補助要

領（昭和６２年５月２０日付建設省住街発第４７号。以下「国要領」という。）第３、３、一、

イ、（２）に掲げる優良建築物等整備事業に係る調査設計計画、土地整備及び共同施設整備に要

する費用とする。 

３ 前項に規定する補助対象となる事業費の区分については、別表に定めるところによる。 

４ 前各項にかかわらず、施行者に新潟市税の滞納がある場合は、補助の対象としない。 

（施行区域） 

第３条 まちなか再生建築物等整備事業の施行区域は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ当該

各号に定める区域とする。 

（１） 国要綱第２、三、イ、ロに掲げる事業 

次のいずれかの区域内で、都市計画道路、鉄道駅周辺、バス運行路線、商店街の沿道その

他で市長が認める区域。 

ア 中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第９条に基づく新潟市

中心市街地活性化基本計画において定めた中心市街地 

イ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第９条第８項に規定する近隣商業地域 

ウ 都市計画法第９条第９項に規定する商業地域 

（２） 国要綱第２、三、ハに掲げる事業 

前号ア、イ又はウのいずれかの区域 

（建築物及びその敷地の基準） 

第４条 国要綱第２、三に掲げる事業に係る建築物及びその敷地は、国要綱第４に定めるものの

ほか次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

（１） 敷地に接する道路の中心線以内の面積がおおむね１，０００㎡以上であること。ただ

し、次のいずれかの事業に該当する場合は、敷地に接する道路の中心線以内の面積がおおむ



ね５００㎡以上であること。 

ア 市街地総合再生計画の区域内で行われる事業 

イ 中心市街地の活性化に関する法律第９条に基づく新潟市中心市街地活性化基本計画に

おいて定めた中心市街地内で行われる国要綱第２、三、ハに掲げる事業 

（２） 敷地が原則として幅員８ｍ以上の道路に４ｍ以上接すること。ただし、国要綱第２、

三、ハに掲げる事業にあっては幅員６ｍ以上の道路に４ｍ以上接すること。 

（３） 次に掲げる要件を満たす、空地を設けること。 

ア 総合設計制度（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第５９条の２に規定する敷

地内に広い空地を有する建築物の容積率等の特例をいう。）に基づく公開空地又はこれに

準ずる空地であること。 

イ 一般の通行又は利用に配慮した、周辺環境の向上に寄与する空地であること。 

（４） 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（平成１８年政令第３

７９号）第１０条に定める建築物移動等円滑化基準以上とすること。 

（５） ５０戸以上の住宅を整備する場合は集会施設を設置すること。 

（６） 新潟市景観条例（平成１９年新潟市条例第１２号）を遵守すること。 

（７） 建築物を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他

これらに類すると認められる事業の用途に供さないものであること。ただし、第８条第２項

に定められた通知日より前に相当期間営業しており、本事業施行後の床面積が著しく大きく

ならない場合はこの限りでない。 

（８） 新潟市建築環境総合性能評価制度（ＣＡＳＢＥＥ新潟）による環境総合性能評価がラ

ンクＡ以上であること。ただし、同等以上の性能があるものとして市長が認めた場合はこの

限りでない。 

（９） 備蓄倉庫、耐震性貯水槽、又は一時避難スペース等の防災関連施設の整備等により地

域の防災性の向上に資するものであること。ただし、隣接地等において整備され、一体的に

防災活動拠点の機能を果たすものとして市長が認めた場合はこの限りでない。 

（補助金の交付） 

第５条 市長は、施行者に対して、予算の範囲内で、第２条に規定する費用に市長が別に定める

基準により算出した率を乗じて得た額の３分の２以内を補助金として交付することができる。 

（補助対象事業費の算出方法） 

第６条 第２条第２項に規定する補助の対象となる事業費の算出方法については、住宅局所管事

業関連共同施設整備費補助要領細目（建設省住備発第４２号、建設省住整発第２７号、建設省

住防発第１９号、建設省住街発第２９号、建設省住市発第１２号、平成１２年３月２４日建設

省住宅局長通知）の定めるところによる。 

（施行者の責務） 

第７条 施行者は、まちなか再生建築物等整備事業を行うにあたっては、周辺住民に事業内容そ

の他必要事項を説明し、周辺住民の理解を得るよう努めなければならない。 



２ 施行者は、まちなか再生建築物等整備事業の完了後においても、建築物及び敷地を適正に維

持管理し、又はその方策を講じなければならない。 

３ 施行者は、災害時において被災者が速やかに防災関連施設を利用できるよう方策を講じるな

ど、地域防災への協力に努めなければならない。 

（事務手続き） 

第８条 事業を施行しようとする者は、まちなか再生建築物等整備事業の適用を受けようとする

ときは、あらかじめ別記様式により、提案書もしくは全体計画書を市長に提出するものとする。 

２ まちなか再生建築物等整備事業の適用のうち、調査設計計画費の適用を受けようとするとき

には提案書を、土地整備費もしくは共同施設整備費の適用を受けようとするときには、全体計画

書を市長に提出するものとする。 

３ 前２項の提案書又は全体計画書には、次に掲げる書類を添付するものとする。ただし、市長

が特に認めたものについては、不要とすることができる。 

（１）位置図（1/25,000～1/10,000） 

（２）区域図（1/2,500 程度） 

（３）更正図 

（４）建築用途別現況図（1/2,500 程度） 

（５）計画建築物の概要を示す図面（1/500 以上） 

（６）現況写真 

（７）土地の登記事項証明書 

（８）共同施行者となる場合は確認書、地権者以外の者が施行者となる場合は地権者の同意書 

（９）会社概要、定款及び登記事項証明書 

（１０）新潟市税の納税証明書 

（１１）暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 

（１２）その他市長が必要と認める書類 

４ 市長は、提出された提案書もしくは全体計画書の内容を審査し、まちなか再生建築物等整備

事業として適否を決定し、提出者に通知する。 

５ 補助金の交付を受けようとする者は、規則第６条第１項の規定に基づく補助金等交付申請書

に、同項に掲げるもののほか、第３項第１号、第２号、第５号、第６号及び第９号から第１１

号までに掲げる書類を添えて、市長に提出するものとする。ただし、市長が特に認めたものに

ついては、不要とすることができる。 

（指導、監督等） 

第９条 市長は、施行者に対し、この要綱の施行のために必要な限度において、まちなか再生建

築物等整備事業の促進を図るため、報告若しくは資料の提供を求め、又は必要な勧告、助言若

しくは援助をすることができる。 

（その他） 

第１０条 補助金の交付に関し、この要綱に定めのない事項については、国要領の例によるもの

とする。 



附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成７年９月１日から施行する。 

（新潟市優良再開発建築物整備促進事業補助要綱の廃止） 

２ 新潟市優良再開発建築物整備促進事業補助要綱（平成５年７月２６日施行）、新潟市優良再開

発建築物整備促進補助金交付要領（平成５年７月２６日施行）及び新潟市優良再開発建築物整

備促進事業補助要綱の運用基準（平成５年７月２６日施行）は廃止する。 

（経過措置） 

３ この要綱の施行の際、現に実施中である優良再開発建築物整備促進事業は、この要綱で定め

る優良建築物等整備事業であるとみなす。 

４ この要綱の施行の際、現に実施中である優良建築物等整備事業については、なお従前の例に

よることとし、名称のみまちなか再生建築物等整備事業と称することとする。 

（要綱の失効） 

５ この要綱は、令和９年３月３１日をもって失効する。 

附 則 

この要綱は、平成１７年４月１日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年５月１２日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１０月２日より施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に実施中であるまちなか再生建築物等整備事業は、この要綱で定め

るまちなか再生建築物等整備事業であるとみなす。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年３月３１日から施行する。 



別表（第２条第３項関係） 

○：補助対象 △：一部補助対象 ―：対象外 

区   分

優 良 再 開 発 型

共同化・市街地環境形成タイプ

マンション

建替タイプ
（注４）

一 般 型
プロジェクト

住宅型（注１）
地域活性化（注２）
防災活動拠点型（注３）

プロジェクト

１ 調査設計計画費 〇 〇 〇 

２ 土地整備費 
① 既存建築物除却費 
② 補償費等 

〇 
－ 

〇 
－ 

〇 
－ 

３ 共同施設整備費 

① 空地等整備費（注５） 
② 供給処理施設整備費 
③ その他 

１）共用通行部分整備費 
２）防災性能強化整備費 
３）防災関連施設整備費 

４）防音・防振等工事費（注６） 
５）社会福祉施設等との一体的整備（注７） 
６）立体的遊歩道及び人工地盤施設整備費 

７）公共用通路整備費（注８） 
８）駐車場整備費 
９）機械室（電気室含む）整備費 

10）集会所及び管理施設整備費 
11）高齢者等生活支援施設整備費 
12）子育て支援施設整備費 

13）避難設備設置費 
14）消火設備及び警報設備設置費 
15）監視設備設置費 

16）電波障害防除設備設置費 

〇 
－ 

－ 
－ 
〇 

〇 
－ 
〇 

○ 
△（注9、10） 

－ 

－ 
－ 
〇 

－ 
－ 
－ 

〇 

〇 
〇 

〇 
－ 
〇 

〇 
○ 
〇 

○ 
△（注10） 
〇 

〇 
〇 
〇 

－ 
－ 
－ 

〇 

〇 
〇 

〇 
－ 
〇 

〇 
○ 
〇 

－ 
△（注10） 
〇 

〇 
〇 
〇 

－ 
－ 
－ 

〇 

注１） 市街地再開発事業等補助要領（昭和６２年５月２０日建設省住街発第４７号。以下「再開発等補助要領」という。）
第２、第２４号に規定する住宅型プロジェクトをいう。

２） 再開発等補助要領第２、第２６号に規定する地域活性化プロジェクトをいう。

３） 再開発等補助要領第２、第２８号に規定する防災活動拠点型プロジェクトをいう。
４） 建替え決議前においては補助対象は調査設計計画費のみとする。
５） 空地等とは通路、駐車施設、児童公園、緑地及び広場をいう。

６） 住宅、工場等一体型の場合とする。
７） 住宅型プロジェクトで社会福祉施設等の床面積の合計が建築物の延べ面積の１／１０以上のもの等とする。
８） 市街地環境形成タイプで公共用通路等の整備を伴うものとする。

９） 当該費用の１／４を乗じた額とする。
10） 住宅戸数相当分の台数を上限とする。



まちなか再生建築物等整備事業 補助金の交付に係る運用基準（第５条関係） 

１ 
補助金額の算定基準 

 （調査設計計画費＋土地整備費＋共同施設整備費×補正率α）×２／３以内 

２ 

補正の対象となる共同施設整備費 

   ○：補正対象 △：一部補正対象 ×：補正対象外 ：補助対象外 

補助対象区分 補正対象 

共同施設整備費 

① 空地等整備費 

② 供給処理施設整備費 

③ その他 

１）共用通行部分整備費 

２）防災性能強化整備費 

３）防災関連施設整備費 

４）防音・防振等工事費 

５）社会福祉施設等との一体的整備 

６）立体的遊歩道及び人工地盤施設整備費 

７）公共用通路整備費 

８）駐車場整備費 

９）機械室（電気室含む）整備費 

10）集会所及び管理施設整備費 

11）高齢者等生活支援施設整備費 

12）子育て支援施設整備費 

13）避難設備設置費 

14）消火設備及び警報設備設置費 

15）監視設備設置費 

16）電波障害防除設備設置費

× 

○ 

○ 

× 

× 

× 

× 

× 

○ 

○ 

△（注１） 

× 

× 

○

（注１）管理施設整備費のみ補正対象 

３ 

補正率 

 補正率α＝（１＋α１＋α２＋α３）／３ 

 α１ 公開空地割合による補正 

   α１＝公開空地実面積／敷地面積 

    １０％以下   ０ 

    １０～２０％  ０～０．５ 

    ２０％以上   ０．５ 

 α２ 生活利便施設（注２）の有無による補正 

    施設有り  ０．５ 

    施設無し  ０ 

 （注２）商業施設、社会福祉施設、地域交流施設、教育文化施設、医療施設その他地

域住民等の共同の福祉又は利便のために必要な施設 

 α３ 事業規模による補正 

   α３＝敷地面積／延べ面積 

    α３≧１．０の場合  １．０ 



別記様式（第８条関係）

  年  月  日

（あて先）新潟市長

住   所            

施行予定者            

（代表者）            

まちなか再生建築物等整備事業（提案書・全体計画書）

まちなか再生建築物等整備事業（優良再開発型（共同化タイプ、市街地環境形成タイプ、マン

ション建替タイプ））の適用を受けたいので、新潟市まちなか再生建築物等整備事業補助金交付要

綱第８条の規定に基づき、下記の関係書類を提出いたします。

記 

１ 計画地の概要 

２ 土地利用現況 

３ 建築物等の整備計画 

４ 権利関係 

５ 資金計画 

６ 事業実施工程表 

７ 添付図書 

（１）位置図（1/25,000～1/10,000） 

（２）区域図（1/2,500 程度） 

（３）更正図 

（４）建築用途別現況図（1/2,500 程度） 

（５）計画建築物の概要を示す図面（1/500 以上） 

（６）現況写真 

（７）土地の登記事項証明書 

（８）共同施行者となる場合は確認書、地権者以外の者が施行者となる場合は地権者の同意書 

（９）会社概要、定款及び登記事項証明書 

（１０）新潟市税の納税証明書 

（１１）暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 

（１２）その他市長が必要と認める書類 



１ 計画地の概要

所 在 地

地区面積 ㎡ 敷地面積 ㎡ 道路面積 ㎡

用途地域 指定容積率 ％ 指定建蔽率 ％

その他の地域地区

接道状況

都市計画事業等の

有無又は予定

地
区
の
概
要

地 区 周 辺 の

土地利用状況

地区の現況

立地条件

その他

地権者数

種 類 所有権者 地上権者 賃借権者
その他

( ) 
計 うち転出者

（人）

従 前

敷地数

用 途
200 ㎡未満又は
不整形な敷地

その他の敷地 敷地以外の土地 計

敷地数

摘 要



２ 土地利用現況

地区面積 ㎡ 100.0 ％ 建築面積合計 ㎡

敷地面積 ㎡ ％ 延床面積合計 ㎡

公
共
用
地

道   路 ㎡ ％ 建 蔽 率 ％

そ の 他 ㎡ ％ 容 積 率 ％

計 ㎡ ％ 空 地 率 ％

区  分 戸 数 建築面積 割 合 延床面積 割 合 

構
造
別

耐火構造  ㎡ ％ ㎡ ％

簡易耐火構造  ㎡ ％ ㎡ ％

木造等  ㎡ ％ ㎡ ％

計  ㎡ 100.0 ％ ㎡ 100.0 ％

用
途
別

住 宅  ㎡ ％ ㎡ ％

店 舗  ㎡ ％ ㎡ ％

事務所  ㎡ ％ ㎡ ％

  ㎡ ％ ㎡ ％

計  ㎡ 100.0 ％ ㎡ 100.0 ％

建
築
時
期
別
摘
要

年以前  ㎡ ％ ㎡ ％

～  ㎡ ％ ㎡ ％

～  ㎡ ％ ㎡ ％

～  ㎡ ％ ㎡ ％

年以降  ㎡ ％ ㎡ ％

計  ㎡ 100.0 ％ ㎡ 100.0 ％

（周辺地区の状況等） 



３ 建築物等の整備計画

地区面積 ㎡ 建築面積 ㎡

敷地面積 ㎡ 延床面積 ㎡

公
共
用
地

道路 ㎡ 構造・階数

その他 ㎡ 建蔽率 ％

計 ㎡ 容積率 ％

空地面積 ㎡ 空地率 ％

公開空地面積 ㎡ 公開空地率 ％

用
途
別
面
積

用 途 延床面積 割 合

住
宅
計
画

主要形態 戸 数 延専有床面積

住 宅 ㎡ ％ 戸 ㎡

店 舗 ㎡ ％ 戸 ㎡

事務所 ㎡ ％ 戸 ㎡

㎡ ％ 戸 ㎡

㎡ ％ 戸 ㎡

㎡ ％ 戸 ㎡

合 計 ㎡ 100.0％ 合 計 戸 ㎡

住宅総数 戸 ㎡ 賃貸住宅 戸 ㎡

権利者住宅 戸 ㎡ 分譲住宅 戸 ㎡

住戸の最小規模 戸 ㎡ 住戸の最大規模 戸 ㎡

駐車台数 台 付置義務台数 台

駐輪台数 台 付置義務台数 台

公的融資機関（予定）

摘 要

（整備目標）



４ 権利関係 

 権利形態 

計画前 計画後

摘 要

（注）権利形態の移動状況をモデル図式に表すこと。



 権利者調書

氏名 住所
権利の

種 類

所在

地番
地積 ㎡

所有建物

の有無
備 考

（注）事業のため、事前に譲渡が行われた場合はその旨を明記すること。

 関係者

デベロッパー 有・無
住 所

会社名

コーディネーター 有・無
住 所

会社名



５ 資金計画

 資金の全体計画                           単位：千円

項   目 全 体 年度 年度 年度 備考

支

出

調査設計計画費

内

訳

事業計画作成費

地盤調査費

建築設計費

その他

土地整備費

内

訳

既存建物除却費

整地費

従前建物価額相当額

その他

補償費等

近隣日影補償

工事費

内

訳

共同施設整備費

内

訳

空地等

供給処理施設

ﾃﾚﾋﾞ障害防除

立体的遊歩道・

人工地盤等

電気室・機械室

共
用
通
行
部

建築主体

エレベーター

設備

公共用通路

駐車場

生活基盤施設

その他

その他工事費

事務費

合    計

収

入

補助金

権利者自己負担金

借入金

その他

合    計

（注）内訳明細書を添付のこと



 補助対象事業費                           単位：千円

年 度

項 目

全体計画 年度 年度 年度

補助対象

事業費
補助金

補助対象

事業費
補助金

補助対象

事業費
補助金

補助対象

事業費
補助金

①
調
査
設
計
計
画

事業計画作成

地盤調査

建築設計

小  計

②
土
地
整
備

既存建物除却

整地

従前建物価額

小  計

③
共
同
施
設
整
備

空
地
等

通路

駐車施設

児童遊園

緑地

広場

供
給
処
理

給水施設

排水施設

電気施設

ガス施設

電話施設

ごみ処理施設

情報通信施設

熱供給施設

そ
の
他
施
設

ﾃﾚﾋﾞ障害防除

立体的遊歩道・

人工地盤等

電気、機械室

共用

通行

部分

建築主体

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

設備

公共用通路

駐車場

生活基盤施設

その他

小  計

①～③合  計

（注）・金額は１０万円単位にまるめ、端数が生じないようにすること。
・内訳明細書を添付のこと


